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要旨：本研究は，建築壁体に生じる凍害劣化の主要因と考えられている過冷却現象を確率的に考慮した耐久

性予測モデルの開発の一環として，まずは対象材料を飽水状態のモルタルに限定し，過冷却解消温度の確率

分布に基づき，任意の最低到達温度において過冷却解消によって生じる瞬間的な凍結水量を確率的に予測す

る解析モデルの確立を目的とした検討を行った。検討結果より，10mm 角の飽水モルタル試験体を用いた実

験結果より，対象とする材料の細孔径分布が求まれば，任意の最低到達温度に対する含氷率増加量の累積出

現確率分布を算出可能な関数を導出できることを示した。 
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1. はじめに 

一般に，コンクリート構造物の凍害発生機構について

は，T. C. Powers の水圧説 1)に基づき桂により提案された

モデル 2)として，過冷却状態にある細孔溶液の凍結に伴

う体積膨張によって生じる未凍結水の動圧が主たる要因

と考えられている。 

ここで，細孔溶液の凍結について，熱力学的平衡時と

非平衡時（過冷却水）の模式図を図－1 に示す。図－1

上部に示すように，松本により確立された三相系熱水分

同時移動モデル 3)においては，多孔質材料内に存在する

液水の凍結温度は細孔径が小さいほど低下するという熱

力学的平衡理論に基づいており，細孔径を定めれば凍結

温度が一意に求まる。すなわち，想定した凍結融解過程

の解析結果として得られる含氷率（材料単位容積あたり

の結氷容積の百分率）の経時変化も一意性を有する。し

かし，凍害発生の主要因となる過冷却水の凍結は熱力学

的非平衡現象であり，図－1 下部に示すように，過冷却

状態を解消する凍結温度（以降，「過冷却解消温度」と称

す）および凍結時の瞬間的な凍結水量の増加量（以降，

「瞬間的含氷率増加量」と称す）は一意に定まらないラ

ンダム現象である。すなわち，実環境下における凍害予

測のためには，過冷却現象の考慮が不可避である。 

そこで本研究は，コンクリート構造物に生じる凍害劣

化の主要因と考えられている過冷却現象を確率的に考慮

した耐久性予測モデルの開発の一環として，まずは対象

材料をモルタルに限定し，過冷却解消温度の確率分布に

基づき，任意の最低到達温度において過冷却解消によっ

て生じる瞬間的含氷率増加量を確率的に予測する解析モ

デルの確立を目的とする。すなわち，対象とする地域の

外界気象条件を与条件とすれば，過冷却解消により任意

の凍結水量以上になる確率の予測を目指す。実際に破壊

が生じる過冷却度の決定については本研究の検討内容に

は含まないが，将来的に破壊が生じる過冷却度が明らか

になった場合には即時に対応可能なモデルである。 

本報では，予測モデルの提案と，飽水モルタルサンプ
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図－1 熱力学的平衡時および非平衡時（過冷却状態）

における細孔溶液の凍結 

図－２ モデルの概略図 
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ルを用いた過冷却解消温度と瞬間的含氷率増加量の確率

分布の測定を行った。 

 

2. 提案する凍結確率予測モデル 

2.1. モデルの概略 

ここで提案するモデルの概略図を図－２に示す。 

図－２に示すように，提案する予測モデルにおいては，

コンクリート構造体を微小要素の集合体とする。そして，

個々の微小要素が有する過冷却解消温度および瞬間的含

氷率の出現確率分布が微小要素毎にそれぞれ独立である

と仮定する。これらの確率分布が得られれば，微小要素

の最低到達温度に対する瞬間的含氷率増加量の発生確率

分布が理論的に求まる。 

次に，対象を微小要素連続体，実構造物へと拡張した

場合の適用性について順に検討することを想定している。

つまり，図－３に示すように，三相系熱水分同時移動モ

デルに基づく数値解析結果 4)5)として，微小要素連続体の

最低到達温度分布が得られれば，各微小要素における任

意の瞬間的含氷率増加量以上の発生確率が求まることに

なる。先述のように，凍害が発生する瞬間的含氷率増加

量の定量化が別途必要ではあるが，最終的には，任意の

形状の構造体に対する凍害発生確率を外界気象条件に基

づき予測する手法として利用できるものと考えている。 

2.2． モデルの定式化 

ここで，過冷却解消温度の出現確率密度関数を P()，

過冷却解消温度毎の瞬間的含氷率増加量の出現確率密

度関数を G()とすると，最低到達温度Lに対する瞬間

的含氷率増加量の累積出現確率分布関数 KL()は次式と

なる。 

0

( ) ( ) ( )
L

L

K P G d d 


    


     (1) 

さらに，前節で述べたように，数値解析結果として微

小要素連続体の最低到達温度分布が得られれば，破壊を

引き起こす瞬間的含氷率増加量をdamとすると，dam以

上の瞬間的含氷率増加量が出現する確率 Pdam()|iは次の

ように記述できる。 

  ( ) ( )
L Ldam con dami

P K K       (2) 

ここで，conおよびdamは任意に設定可能な含氷率の

上端値，下端値である。 

次に微小要素連続体の各微小要素のいずれかがdam

以上の瞬間的含氷率増加量をもって凍結する確率

Pdam()|continuumは， 

    
1

1 1
n

dam damcontinuum i
i

P P 


     (3) 

と表され，瞬間的含氷率増加量と破壊の関係が定義され

れば，破壊発生確率そのものになる。 

また，過冷却解消温度の出現確率密度関数 P()，瞬間

的含氷率増加量の出現確率密度関数 G()は，含水率

w，冷却速度 ，試験体サイズ l，細孔構造特性 S の影

響を受けると考えられるため，これらを独立変数とする

関数 f，gにより，それぞれ次式のように表されると仮定

した。 

( ) , , ,wP f l S
t


 

 
  

 
          （4） 

( ) , , ,wG g l S
t




 

 
  

 
          （5） 

本報では，式（4）および式（5）に表される確率密度

関数のそれぞれの独立変数をまずは 1水準に固定し，微

小要素を対象とした実験により，式（1）および式（2）

までについて検討する。 

 

3. 測定サンプルの作製と実験方法 

3.1. モルタル試験体 

実験に用いるモルタルサンプルの調合表を表－１に

示す．使用するモルタルサンプルは水セメント比を 55％

とし，これを 100mm×100mm×25mmのプラスティック

製容器に打設した。打設から 1日は封緘養生し，脱型後

28 日間は 20℃の水中に静置した。その後，室内空気を

20℃80％RHに制御した恒温恒湿室に約 1年間静置した。

図－３ 解析による最低到達温度分布の概念図 

表－２ 実験条件 

表－1 モルタルサンプルの調合表 

断熱材
冷却

1x 2x 3x 4x

1x
2x 3x

4x

1

2
3
4

0 x



水 セメント 細骨材

55 278 505 1514

W/C[%]
単位質量[kg/m3]

含水率 最低到達温度 冷却速度

[vol.%] [℃] [℃/h]

20.4 －10～－15 -1.4

t




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この平板モルタルから 10mm 角のサンプルを切り出し，

これらを実験に用いた。事前に行った実験により，10mm

角のモルタルサンプルにおいては，各面の温度および同

一面内の温度分布において，測定結果に影響する差異が

ないことを確認している。結果として測定サンプル数は

492 個となった。 

3.2. 実験条件と実験装置 

表－２に実験条件を示す。実験時の含水率は飽水状態

を設定した。飽水処理は，真空状態のデシケータ内に

10mm角のサンプルを 48時間静置した後，煮沸により作

製した脱気水をサンプルが浸漬するまでデシケータ内に

注水し，真空状態を保持したままサンプルが吸水できる

ようにした。脱気水は注水前日に作製し，空気に触れな

いように密閉容器に入れ，デシケータを設置している実

験室（室温 24℃に制御）に 12 時間以上静置することに

より，脱気水，試験体，空気の温度を同一に調整した。 

デシケータに脱気水を注水後，さらに 48 時間経過後

のサンプルを飽水サンプルとして用いた。飽水処理は実

験開始直前に終了するように行い，飽水処理終了後速や

かにサンプル表面の１面の中央部に T型熱電対を貼付し，

ブチルゴムテープでサンプル全面を被服することで，熱

電対の固定および防湿処理をした。 

実験装置の模式図を図－４に示す。本実験においては

冷却速度が一定となる対流式の冷凍庫を用いた。庫内の

温度分布を均一にすること，および冷風が試験体に直接

当たらないことを目的に，発泡系断熱材（厚み 50mm）

により作製した断熱箱の中にサンプルを 9個入れ，密閉

した断熱箱を冷凍庫内に設置した。 

降温速度は-1.4℃/h に設定した。これは北海道室蘭市

における冬季の外気温変動の実測データに基づき，日最

高気温から日最低気温に至る期間の降温速度の平均値を

算出し，これを設定値とした。断熱箱内に不凍液の入っ

た容器を設置し，断熱箱内の降温速度が設定値となるよ

うに適切な不凍液量を事前に調整した。実験の最低到達

温度については冷凍庫が達成できる限界値であり，結果

として，多少のばらつきが見られたが-10℃～-15℃とな

った。 

3.3. 測定方法と含氷率の算出 

測定は熱電対により，測定サンプルの表面温度の経時

変化を 1秒間隔，分解能 0.1℃の精度で測定した。 

測定サンプルの温度変化の測定概要を図－５に示す。

図－５に示すように，液水を冷却する場合，熱力学的平

衡過程においては温度が上昇することはない。しかし，

熱力学的非平衡状態である過冷却水が過冷却状態を解消

する際には瞬間的に結氷が増加するため，潜熱の放出に

よる急激な温度上昇が現れる。ここでは，この急激な温

度上昇が生じた時点の開始時の温度を過冷却解消温度と

定義する。また式（６）に示すように，測定した上昇温

度Δに飽水時のモルタルの熱容量ΣckJ/m3Kを乗じて

熱量を求め，単位容積あたりの固液相変化に要する潜熱

Llsice kJ/m3で除すことにより，瞬間的な容積含氷率増加

量Δvol.%を算出した。 

100
ls ice

c

L

 




 
             （6） 

ここで，飽水状態のモルタル試験体の容積比熱Σcは，

モルタル実質部，氷，水の容積比熱，cmm，ciceice，cww

にそれぞれの容積比を乗じて次式により算出される。 

(1 ) 0.6 ( 0.6 )m m a eq ice ice w w a eqc c c c                 （7） 

ここで，aは試験体の全空隙率であり，アルキメデス

法の測定結果より 0.204 を用いた。また 0.6eqについて

は，細孔径分布に基づき熱力学平衡理論により別途求ま

る含氷率 Ψed に対する含氷率の比である。桂 2)は温度に

対して求まる熱力学的平衡含氷率のうち 40％が過冷却

状態になることを示した。そのため，ここでは細孔径分

布より算出される熱力学的平衡含氷率 Ψedの 60%が熱力

学的平衡状態として凍結するものと仮定しモルタル試験

体の容積比熱を算出した。 

 

4. 微小要素の過冷却解消温度および瞬間的含氷率増加

量の統計的検討 

4.1. 過冷却解消温度の出現確率分布 

全測定サンプルにおいて，過冷却解消による明確な温

時間[s]
温
度
[℃

]

0℃
凍結温度

熱力学的平衡凍結

t



上昇温度

過冷却水の凍結

図－５ 測定サンプルの温度変化の概要図 

試験体

データロガー

熱電対

断熱箱

冷凍庫

図－４ 実験装置の模式図 
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度上昇は，測定中に 1回しか見られなかった。すなわち，

ここでの過冷却解消温度は全て 1回目の過冷却解消温度

である。 

過冷却解消温度の出現確率密度分布 P()を図－６に示

す。図中には 0.1℃ごとの測定結果と 0.5℃間隔の移動平

均値と共に示す。 

図－６より，過冷却解消は-4.5℃程度から生じ始めて

おり，分布形状は－7.5℃をピークとするおよそ左右対称

な形状を示していることがわかる。-10℃以下ではほとん

ど過冷却解消はほとんど見られなかった。つまり，材料

中の過冷却解消は-4.5℃～-11.0℃程度の範囲において生

じていることがわかる。 

図には示していないが，細孔径分布との関連が示唆さ

れる形状ではあったが，現段階ではサンプル種別が 1水

準であるため，分布形状を決定する要因については言及

できない。 

4.2. 含氷率増加量の出現確率分布 

次に測定結果の一例として，過冷却解消温度が-6.0，

-7.5，-9.0℃の場合の瞬間的含氷率増加量の出現確率密度

分布 G()を図－７～図－９にそれぞれ示す。図中には

0.1vol.%ごとの結果と 0.5vol.%間隔の移動平均値と共に

示す。 

図－７～図－９より，瞬間的含氷率増加量の出現確率

密度分布は，過冷却解消温度によらずピークをひとつ有

するほぼ左右対称の形状を示した。またピークの位置お

よび平均値は，過冷却解消温度の低下に伴い増加してい

ることがわかる。過冷却解消温度が低下するほど，過冷

却度が増加することになるため，過冷却解消時の瞬間的

含氷率増加量が増加したと考えられる。また，過冷却度

が高い状態ほど出現確率が低くなると考えられるが，結

果として，分布の形状は左右対称とみなせる。 

次に確率密度分布の標準偏差に着目すると，過冷却解

消温度が低下すると，僅かに分布が拡がっている傾向が

見受けられるが，概ね過冷却解消温度によらず標準偏差

は 0.6vol.%程度となった。 

桂 2)によると，凍結可能な細孔溶液の約 60％が熱力学

的平衡となる凝固点で凍結し，残りの約 40％が過冷却水

となる。そこで，別途行った水銀圧入法による細孔径分

布の測定結果から熱力学的平衡時の凝固点における含氷

率eqを算出した。 

そこで，実験結果より得られた過冷却解消温度ごとの

平均含氷率増加量と桂の過冷却凍結量曲線（細孔径分布

より算出した熱力学的平衡含氷率eq×40%）を図－１０

に示す。 

図－１０より，細孔径分布の測定結果より求めた熱力

学的平衡含氷率eqに対して，測定結果の平均値は 42％

となった。いずれの過冷却解消温度においても，両者は
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図－６ 過冷却解消温度の出現確率密度分布 

図－７ 含氷率増加量の出現確率密度分 

(過冷却解消温度-6.0℃) 

図－８ 含氷率増加量の出現確率密度分 

(過冷却解消温度-7.5℃) 

図－９ 含氷率増加量の出現確率密度分 

(過冷却解消温度-9.0℃) 
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良い一致を示していることがわかる。すなわち，1 回目

の過冷却解消が生じるまでは，熱力学的平衡理論により

結氷可能と考えられる水量の 40％程度が温度によらず

過冷却水（未凍結水）として存在しており，これらがラ

ンダム現象として瞬時に凍結するものと考えられる。 

また瞬間的含氷率増加量の標準偏差に着目すると， 

-6℃程度までは少しばらつきが見られるが，過冷却解消

温度によらず 0.6vol.%程度とほぼ一様であった。 

 

5. 最低到達温度と瞬間的含氷率増加量の累積出現確率

分布 

式（1）に基づき作成した最低到達温度に対する含氷

率増加量の累積出現確率分布 KL()を図－１１に示す。 

図中の曲線（マーカー有）が実験結果より得られたも

のであり，最低到達温度については 0.5℃間隔でしか結果

が得られないため，実験結果をそのまま用いた場合には

KL()は不連続関数となる。つまり，任意の最低到達温

度には対応できない。熱水分同時移動モデルに基づく数

値計算とカップリングさせるために，最低到達温度を従

属変数とした関数近似を行い，連続関数に変換する必要

がある。 

さらに，実際の構造物への適用を想定した場合には，

調合条件等から，今回測定した確率分布 P(), G()を推

測できる手法の確立が望ましい。そこで，図－７～図－

９に示した瞬間的含氷率増加量の確率密度分布 G()の

測定結果を正規分布とみなし，次式のように関数化した。 

 
 

2

2

( )1
exp

22
G

  




  
  

 
 

   (8) 

 

つまり，この式に必要な数値は，平均値 ( )  と標準偏

差 σである。ここで，4.2節の検討結果より，平均値 ( ) 

は，桂の過冷却凍結量，すなわち細孔径分布より求めた

熱力学的平衡含氷率の 40％とした。さらに，図－10に示

したように，過冷却解消温度によらず一定の標準偏差と

みなせるものと考え，標準偏差σには測定の平均値

0.6vol.％を用いた。つまり，細孔径分布が既知であれば，

瞬間的含氷率増加量の確率密度分布 G()を測定するこ

となく推定できると考えられる。 

また，過冷却解消温度の確率密度分布 P()については，

現段階で決定方法を検討できないため，図－５に示した

結果を多項式近似することにより関数を作成した。これ

らを式(1)に代入することで得られた関数 KL()の算出

結果を-4.0℃～-10.0℃まで 0.1℃間隔ごとに図－１１に

併せて示す。 

測定結果（マーカー）と近似値（実線）は高い相関を

示していることがわかる。つまり，瞬間的含氷率増加量

の確率密度分布 G()を正規分布と仮定する手法の妥当

性を示したといえる。 

図－１１を用いれば，任意の最低到達温度における任

意の含氷率以上の増加量の発生確率を読み取ることがで

きる。破壊を生じさせる瞬間的含氷率増加量の定量化が

今後の課題となる。 

これらの結果より，式(8)に関しては異なる材料を対象

としても，細孔径分布が得られれば瞬間的含氷率の平均

値 ( )  が算出可能であり，任意の最低到達温度に対する

含氷率増加量の累積出現確率分布関数 KL()を導出する

ことが可能といえる。今後は式(4)，式(5)に示すように，

P(), G()を決定する独立の変数の影響，すなわち，材

料側の要因について検討する必要がある。 

 

６. 結論 

1）過冷却解消は-4.5℃以下で生じており，過冷却解消温

度の出現確率密度関数 P()は-7.5℃にピークを持ち，

ピークを中心におよそ左右対称な分布となった。 

2） 過冷却解消温度に依らず瞬間的な含氷率増加量の平

均値と桂の実験結果に基づく過冷却水量（熱力学的

平衡含氷率の 40％）が良い一致を示した。瞬間的含

氷率増加量の出現確率密度分布 G()の標準偏差は，

会冷却解消温度によらず，ほぼ一様に 0.6vol.％を示
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した。 

3） 瞬間的含氷率増加量の出現確率密度分布 G()を正

規分布とみなす仮定に基づき，対象とする材料の細

孔径分布から，任意の最低到達温度に対する含氷率

増加量の累積出現確率分布 KL()を算出する手法を

示した。 

4) 提案する手法により算出した任意の最低到達温度に

対する含氷率増加量の累積出現確率分布 KL()は，

実験結果と良い一致を示し，提案する手法の妥当性

を示した。 
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